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■企業の取り組み → 教育CSRの現状 分野別
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日本経済団体連合会 2017年11月
2016年度社会貢献活動実績調査結果 より

支出総額の約2割程度が、
「教育・社会教育」分野と
なっている。
→関心は非常に高い。



■企業の取り組み → 教育CSRの現状 要素別
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日本経済団体連合会 2018年11月
2017年度社会貢献活動実績調査結果 より

経団連の回答企業
337社のみでも、
自主プログラムで
413億円の支出。
(回答率24%)

社員派遣などは、
各種寄付に入るため、
実際の関連支出は
さらに大きいと推測。



■企業の取り組み → 教育CSRの現状 理由
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日本経済団体連合会 2025年1月
「社会貢献活動に関するアンケート」結果 より

企業側の支出理由においても、
社員の成長・モチベーション向上
への期待は上昇傾向。
生徒との交流はこの部分に強く
影響を与える。

理由の上位に地域との関係性構築
もあげられている。

ブランディングや評判の獲得とい
う要素も上昇傾向。



■企業の取り組み → 教育CSRの現状 課題
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日本経済団体連合会 2025年1月
「社会貢献活動に関するアンケート」結果 より

効果的な情報発信には課題あり。

また、成果・効果が見えにくい点
も課題となっている。



■企業の取り組み → 教育CSRの現状 まとめと推察

© Kazuyuki Kisohara 2026 6

①企業の教育CSRなどの支出規模としては
・経団連の回答企業337社(回答率24%)だけでも、自主プログラムに413億円を支出
・「教育・社会教育」分野への支出は、約2割

③企業にとって解決するべき課題としては
・効果的な情報発信方法
・成果・効果の見えにくさ

・地域との関係構築につながると嬉しい
・社員の社会課題に触れることによる成長や、モチベーション向上につながると嬉しい
・ブランディングや評判の獲得などにつながると嬉しい

②学校教育への支援に関連する企業へのメリットとしては

経団連の回答企業だけでも、約80億円程度の支出(投資)が想定される。
未回答企業を含めれば、3倍程度の支出があっても不思議ではない。

・教育現場への事例に合わせて整理することで、活用されやすくなるように。
・今回の議論に合わせ「学びのプロセス」への貢献をアピールできるように。

企業の教育貢献に関する支出を、教育政策の方向性に合わせたい
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■教育との関わり方の例（イメージ）
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